
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 広島県 熊野町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率（合計）】
　経常収支比率は、定員適正化計画に基づいた職員数の減による人件費の削減など、行革の推進による経常経費の圧縮を行う一方で、
歳出では公営企業会計などへの繰出金や臨時財政対策債の償還による公債費の増、歳入では経常一般財源である地方税の割合が少な
いことや普通交付税が減額傾向にあることなどの要因により、類似団体内平均値と比較して高い推移となっている。

【人件費】
　消防業務及びごみ・し尿処理業務を他自治体や一部事務組合により運営を行っていること、業務の民間委託化を推進し、職員人件費等
から委託料（物件費）へのシフトが起きていること及び定員適正化計画に基づいた定員管理を実施していることにより、類似団体内平均値
と比較して低い推移となっている。

【物件費】
　公共施設の用地に借地が多いこと、業務の民間委託化を推進し、職員人件費等から委託料（物件費）へのシフトが起きていることにより
類似団体内平均値と比較して高い推移となっている。また、平成17年度に図書館、平成19年度に保育園、平成20年度に都市公園及び地
域健康センターの供用開始なども、物件費の伸びの主な要因となっている。

【扶助費】
　自立支援サービスの利用者や要保護児童が多数であるために平成16年度までは類似団体内平均値と比較して高かったが、平成17年
度以降は落ち着きを見せている。今後、福祉事務所の設置、制度改正、対象者の増加に伴い上昇傾向になる見込である。

【公債費】
　総合基本計画に基づき長期的な展望を見据えた事業実施により、類似団体内平均値と比較して低い数値となっている。しかし、臨時財
政対策債の償還により近年は増加傾向にある。

【補助費等】
　人件費とは逆に、消防業務及びごみ・し尿処理業務を他自治体や一部事務組合により運営を行っていることにより、類似団体内平均値と
比較して高い推移となっている。今後も団体補助金の見直しなどの行政改革を一層進め抑制に努める。

【その他】
　その他には熊野町では繰出金と維持補修費が含まれている。下水道事業繰出金において赤字補てん財源繰出を行っており、類似団体
内平均値と比較して高い推移となっている。平成20年度においても、下水道事業に対する赤字補てん、国民健康保険事業や介護保険事
業に対する保険給付費などへの繰出金が増加傾向にあり、高い数値となっている。今後も下水道事業については経費を節減するととも
に、全会計において独立採算の原則に立ち返った財政運営に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,055,991 41,284 60,148 ▲ 31.4
賃金（物件費） 84,848 3,317 4,385 ▲ 24.4
一部事務組合負担金（補助費等） 7,933 310 7,506 ▲ 95.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 133 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 3,106 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 2,786 109 1,188 ▲ 90.8
▲退職金 ▲ 72 ▲ 3 ▲ 6,086 ▲ 100.0
合計 1,151,486 45,017 70,380 ▲ 36.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.00 6.73 ▲ 1.73
ラスパイレス指数 95.1 96.1 ▲ 1.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

576,724 22,547 32,075 ▲ 29.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 11 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 316,550 12,375 10,000 23.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

69,277 2,708 4,047 ▲ 33.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

5,363 210 1,507 ▲ 86.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 492,561 ▲ 19,256 ▲ 27,406 ▲ 29.7

合計 475,353 18,584 20,246 ▲ 8.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,660,776 63,741 71.0 49,917 ▲ 23.0 94.0

うち単独分 1,017,757 39,062 90.5 30,509 ▲ 18.9 109.4

882,003 34,019 ▲ 46.6 42,971 ▲ 13.9 ▲ 32.7

うち単独分 327,314 12,624 ▲ 67.7 27,006 ▲ 11.5 ▲ 56.2

803,301 31,109 ▲ 8.6 41,759 ▲ 2.8 ▲ 5.8

うち単独分 190,821 7,390 ▲ 41.5 25,833 ▲ 4.3 ▲ 37.2

726,388 28,203 ▲ 9.3 36,358 ▲ 12.9 3.6

うち単独分 139,266 5,407 ▲ 26.8 21,039 ▲ 18.6 ▲ 8.2

179,376 7,013 ▲ 75.1 35,141 ▲ 3.3 ▲ 71.8

うち単独分 59,981 2,345 ▲ 56.6 20,483 ▲ 2.6 ▲ 54.0

過去５年間平均 850,369 32,817 ▲ 13.7 41,229 ▲ 11.2 ▲ 2.5

うち単独分 347,028 13,366 ▲ 20.4 24,974 ▲ 11.2 ▲ 9.2
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